
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この構想によって利害が及ぶ人 

・発達障害等精神障害があり、自宅に閉じこもりがちな人 

・外出に不自由を感じている高齢者 

・全ての住民 

・自治会長及び自治会の役員 

・地区コミュニティ協議会役員 

 

 

 

 

この構想の付加価値 

・空き家の再利用ができる。 

・耕作放棄地や空き家が無くなると景観も良くなる。 

・人と人との繋がりができる。 

・農業と福祉の連携（農福連携）ができる。 

・住民のつぶやきの中から悩み事や困り事の掘り起しができる。 

・互いの生活上の困難を理解することにより、支え合う気持ちが育つ。 

・地域コミュニティにおける人権意識の醸成、男女共同参画の推進に繋がる。 

・地域に住む人々の技術や経験を活かせる。 

・精神障害を抱えている方々の心の回復に繋がる。 

「地域に住む全ての人たちがお互いに関わり合いながら一緒に成長できる」 

コミュニティづくりのための「空き家再生等（リノベーション）」事業の構想 

 

【さわやかガールズグループ】 犬井 美香 銭原 睦美 市来 香久子 陶山 美穂子  萩迫 八重子 前多 彩子 

 

私たちのグループは、困り事や悩み、現状を話す中で地域には多様な人々が住んでいて、価値観や家族形態、抱える悩みや課題も多様化していることに気づいた。 

特に高齢化に伴う生活上の困難や発達障害等精神障害者が抱える困難が地域の中で潜在化していて、地域コミュニティの中でも障害のある人たちとの共生・支え合い

という積極的な意識や実践はみられない傾向にあることを感じた。 

そこで私たちは、障害のある人もない人も、一人ひとりの生活上の困難に焦点をあて、配慮していく必要性を強く感じ、調査・研究のテーマを「地域に住む全ての人

たちがお互いに関わり合いながら一緒に成長できる地域づくりを目指して」とした。 

【現状として把握されたこと】 

①地域の多様化が進む中で歩くことが困難な人など、外出に不自由を感じている人にとって“閉じこもり”や“買い物”などの日常生活を送る上での困難を支える地

域コミュニティの活動は十分に出来ていない。 

②コミュニティの中心であった学校が（統廃合により）失われることによって、人と人との繋がりが無くなり、地域コミュニティの活力がますます衰退していく。 

③地域生活に関わる基本的なルールの守られかたには、住民間の状況の違い（障害の有無・高齢による認知症など）で格差がある。 

④地域コミュニティ協議会や自治会の運営には、依然として固定的な性別役割分担意識や昔からの慣習が、地域活動のあり方に影響を与えている。 

⑤子育てや介護の負担が、多様な一人ひとりの生活に影響しており、その負担を軽減する地域の支え合いができていない。 

⑥私たちの地域には様々な障害のある人がいるが、地域コミュニティでは障害がある人たちとの共生や支え合いという意識づくりができていない。 

これらの現状から抽出された課題は 

①日常生活に困難を抱えている方々への理解 

②多様な人々との共生や支え合いという意識をもった地域コミュニティづくり 

③多様な人々が地域コミュニティづくりに参画できる環境づくり 

以上①～③が必要であるということに集約された。これらを解決するための事業構想は、住む人が居なくなり空き家になった場所で、お茶飲みをしたりお喋りができ

る機会を設けることにより、自然な交流が生まれ、悩みや困り事の相談もしやすい雰囲気ができる。互いの生活上の困難も理解できるようになり、支え合いの気持ちも

出てくる。また、空き家近くの耕作放棄地を活用し、地域に住む人々が持ち得る技術や経験を生かし、障害のある人もない人も共に汗を流し、野菜などを作り、加工・

販売することで「生きがい」を見出すことができ、精神障害を抱えている方々の心の回復にも繋がる（農福連携）と私たちは考えている。空き家も新しい価値が生み出

される。これが『空き家再生等（リノベーション）』事業である。 

長期的(３～５年程度)経営計画 

・耕作放棄地での野菜作り。参加者は住民誰でも。

精神障害があり閉じこもりがちな人にも積極的に声

掛けをする。 

・年間通して野菜を収穫できるよう構築 

・収穫した野菜をそのまま販売する他、料理の得意

なメンバーで加工品作りに取り組む 

・住民の生きがいに繋がるよう事業を定着させてい

く。 

・住民に一人ひとりの人権を基盤とする男女共同参

画社会の実現に向けた意識が共有される。 

実現のための制約要因 

・場所の確保（空き家・耕作放棄地） 

・人材確保（農業の得意な人、福祉の専門知識をもつ人、料理の上手な人など） 

・加工品を作る場所、販売する場所の確保 

・資金調達 

実現のための制約要因 

・住民の協力 

・場所の確保（空き家・耕作放棄地） 

・地区コミュニティ協議会との調整（人、イベント） 

・資金調達 

中期的（１～２年程度）経営計画 

・事業の中心となるメンバーの意識共有、スキルアッ

プのための学習会 

・生涯学習での勉強会の継続 

・月１～４回のペースでお茶飲み会開催（住民誰もが

立ち寄りやすい雰囲気づくり） 

・農業など専門的な知識や技術をもつ方々と農福連携

に向けた細かな年間計画を作成 

・必要な物資を集める 

・情報発信の継続 

短期的(数ヶ月)経営計画 

・地区コミュニティ協議会・自治会への事業説明 

（連携のために） 

・場所の選定 

・生涯学習での勉強会（認知症や精神障害について症

状や支援の仕方、男女共同参画の学び） 

・情報発信のためのチラシづくり・コミセン便りの活

用・防災無線の活用 

・住民への協力呼びかけ（ボランティア意欲のある人、

専門的な知識・技術をもつ人など） 

・事業計画作成 
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人的資源   地区住民、地区コミュニティ協議会、農業の知識や技術をもつ高齢者、福祉の専門知識をもつ人、民生委員、健やか支援アドバイザー 

物的資源   空き家、耕作放棄地、農業資材 

財務的資源  補助金の活用（市民活動補助金、空き家再生利用補助金） 

情報的資源  コミセン便り、防災無線、薩摩川内市広報誌、FM さつま川内 

獲得すべき経営資源

 

自らの組織・グループの補強       事業への賛同者や協力してくれるメンバーの掘り起こし、意識の醸成 

他の組織やグループとの関係       自治会、地区コミュニティ協議会、社会福祉協議会、民生委員・児童委員協議会などとの連携 

特定の個人（特に専門能力を有する人）  女性チャレンジ委員会、民生委員、ケアマネージャー、精神保健福祉士、保健師 

対行政                 薩摩川内市役所コミュニティ課、県男女共同参画センター 

そのために必要なネットワーク化 
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